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戦後新潟県における勤労青年教育
教育の機会均等と社会教育との関わり
 Education for Working Youths in Niigata Prefecture after the 
World War Ⅱ






































れていた。敗戦直前の昭和 19 年(1944年)には、男子の中等学校就学率は 40％、女子は 30％を越え
るが、第二次大戦前夜の日本は、大戦景気に沸いた大正時代に次ぐ教育の拡張期を迎え、中等教育
はもはや選ばれた一部の者の教育ではなくなっていたのである。しかし、昭和 12 年(1937年)12 月に
設置された教育審議会が実質的な審議を始める以前に、青年学校の義務化は閣議決定されてしまっ
ており、青年教育の系統が中等教育制度と並立することは、最初から既定路線とされていたのである。
　昭和 16 年(1941年)3 月 1 日には「国民学校令」が出され、小学校を国民学校と改め、初等科 6 年
に次ぐ高等科 2 年を併せた 8 年間を義務教育とし、国民学校令施行規則の附則によって、昭和 19 年
(1944年)から高等科の義務化が実施されることになっていた。しかし、国民学校高等科はあくまで
も「初等教育の完成」であり、「青年教育の出発点」たる中等教育との位置付けではなかったのである。












火が苛烈になるにつれて益々鋭さを増していった。昭和 18 年(1943年)12 月に東京で開かれた全国
青年学校研究大会において建議された「青年学校制度の改善案」は、国民の教育は、「國民學校六ヶ
年(滿六歳－十二歳)靑年學校七ヶ年(滿十二歳－十九歳)とし之を國民敎育の正系となす。」、「靑年




　表 1 に示すように、農業県である本県では中等学校に進学する者はわずかで、昭和 18 年(1943年)
に国民学校初等科の 6 年間を卒業した生徒の過半数は青年学校に進学していた。この内、国民学校
















































































607,114 756,955 794,217 121,773 2,570,721








庫補助は、1 郡市当たり本校 1 校、分校 1.5 校であり、本県においては本校 20 校、分校 30 校、計 50
校に相当する設置基準であった。県としては文部省案の 2 倍に当たる本校 40 校、分校 70 校の定時
制課程設置案をまとめたが、本校 54 校、分校 131 校、計 185 校の設置を求める勤労学徒連盟の要求
とは大きく乖離があった。県議会では、山間僻地の多い本県勤労青年の通学の困難に配慮し、分校
数を県案の 2 倍の 140 校にすることを決定し、最終的に本県の高等学校定時制課程設置計画は、勤
労学徒連盟案の 185 校に近い、180 校となったのである。
　昭和 23 年(1948年)の新制高校発足当初、本県では全日制高校に併設された定時制中心校 38 校、小・
中学校に併設された定時制分校 74 校、独立の定時制 2 校の合計 114 校の設置を見た。これは、昭和
20 年(1945年)4 月の本県青年学校の設置状況、すなわち本校 539 校、分校 35 校の合計 574 校、学級















　全日制と定時制を合わせた高校進学率は、昭和 29 年(1954年)に全国平均で 50.9％となり、初めて
半数を超えたが、高校の定時制課程に進むものは全体の 10％余りであり、中学校卒業生の半数が実
社会に出て、何の教育も受けられないのが実態であった。表 3 に示した通り、新制高校定時制課
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程が完成年度を迎えた昭和 26 年(1951年)の本県の高校進学率は、全日制と定時制を合わせてようや
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求めて突進したいのだ。」13) (『むつみ』第 1 巻第 3 号、昭和 22 年)
　昭和 27 年(1952年)3 月に葛巻村立葛巻中学校を卒業と同時に、葛巻村青年学園を設立した小倉智
さんもそうした情熱と行動力を持った新青年の一人で、当時のことを次のように語っている。









































　表 4 は、青年学級実施機関の割合を示している。本県の青年学級の 88％が公民館によって実施さ
れており、その割合の高さは際だっている。本県では青年学級に対する県費補助は、全て公民館の
事業費から支出されており、公民館を設置する市町村独自の経費負担が多いのも特徴と言える。
  朝鮮戦争の特需から一転、不況に転じた昭和 28 年度(1953年)の、中学校卒業生は 50,270 名であっ






134 校であり、そのうち分校は 80 校、分室は
1 校となっている。公共交通機関の未整備な
本県において、勤労青年が職場から駆けつけられるよう分校を多く配置したとは言え、その数はま
だまだ不足であった。この 80 校の分校のうち曲がりなりにも独立の校舎を有しているのは 27 校に











































　一方、公民館は昭和 24 年(1949年)6 月 10 日、法律第 207 号を以て「社会教育法」が施行されると、
本県でも各小学校区に 1 館を目標に整備が進められ、昭和 28 年度(1953年)には、本館 403、支館 1,057
の合計 1,460 館を設置していた。この数は、本県の小学校総数の 2 倍近い数であった。社会教育法第
2 条において、社会教育は「主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動」と定義され、
公民館は「住民の教養の向上，健康の増進，情操の純化を図り，生活文化の振興，社会福祉の増進











の手伝いをするのが普通であった。職業人としての職能が形成される 10 代後半から 20 代半ばにか
けての最も大切な時期を、進学もせず、家業の手伝いだけに費やし、長男が跡を取ると、居場所を失っ
た二三男は都会に働き口を見つけて村を後にする。それが農村に生まれた者の宿命であった。






















立農林学校(明治 39 年に県立加茂農林学校に改称)の教育と、大正 8 年(1919年)に本県に就任した
太田政弘知事の実業補習教育振興施策が挙げられる。
　太田知事は、郡市町村の財政や青年団活動の振否、延いては「本県ノ文化向上生産能率ノ増進如
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